
東南アジアにおける国家形成の論理

1.研 究組織

研究代表者:玉 田

研究分担者:赤 木

村嶋

橋本

池本

芳史(京 都大学東南アジア研究センター ・助教授)

攻(大 阪外国語大学地域文化学科 ・教授)

英治(成 践大学文学部 ・助教授)

卓(天 理大学国際文化学部 ・助教授)

幸生(京 都大学東南アジア研究センター ・助教授)

2.研 究の ね らい ・目的

この研究 は、タイを事例として、近代国家が どのように形成 されたのかを解明す ることを 目

的としている。植民地支配を受けた東南アジアの多 くの国々においては、その植民地支配期 に

近代的な国家の枠組みが形成され、その国家(state)が 第二次世界大戦後の独立によってネー

ションと一体 にな り nation-state が形成 された。 これに対 して、独立を維持 したタイでは、

国王が主導権を握 ってチ ャクリー改革 と総称 される努力によって近代的な国家を形成 した。.

　 したがって、タイにおける近代 国家形成の論理の解明は、チ ャクリー改革の歴史的意義を検

討す る作業 と重なり合 うことになる。チ ャク リー改革がどの ような動機に基づいて、どのよう

な方法により遂行 され、それ によって どんな結果がもたらされたのかを考察す る。その際、改

革に働いていた外文明の普遍論理を も顧慮す ることになる。国際的な普遍的価値への対応、当

時の言葉で言い換えると文明化あるいは文明開化、今 日の表現を用いるな らば国際化が どのよ

うになされたのか ということである。

3.平 成6年 度の研究経 過

　今年度は、個別研究 と並んで、合計5回 の研究会を開催 した。

　第1回 研究会　 1994年5月25日 　 京都大学東南アジア研究センター

宮田敏之(早 稲田大学大学院生)　 「タイ米 とアジア市場、1855年 ～1910年 」

　宮田氏は、緻密 なデータを用いて、この時期のタイ米の輸出量、輸 出先および価格変動を、

その輸 出の8割 が集中 したア ジア市場と関連づ けて分析 しよ うと試みた。

　まず1855年 のバ ウ リング条約締結以前には、米の輸 出量はさほど多 くはな く、条約締結後に

ついて も輸出量が増えるのは1870年 代以後であった。 その背景には、蒸気精米所の登場があ っ

た。輸出先 として は、香港 とシンガポールへの割合が8割 を超えてお り、 とりわけ香港への輸
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出が多か った。香港経由の ものは中国南部へ、シンガポール経 由のものは英領 マラヤや蘭領東

イン ドへ再輸出されていた。つまり中国南部 と東南ア ジア海域世界への輸 出が大半を占めてい

た ことになる。 これはイン ドやヨーロッパへの輸出が多かったラングー ン米 と著 しい対照をな

して いる。

タイ米は香港でもシンガポールで も品質への評価が高 く、高い価格を維持 していた。高価格

を支える要因としては、華僑系の精米 ・輸 出業者のネ ットワー クを通 じて香港やシンガポール

か らの情報伝達が円滑に行われ、それを受 けてバ ンコクでの品質管理が比較的 うま くい ってい

たことがあるのではないかと想像される。この点に関連 しては、ブ レン ド技術の高 さも寄与 し

ていたもの と思われる。

タイ米が欧米ではな く、アジア市場においてきわめて重要な位置を占めていたという事実は、

バウ リング条約以後従属的な経済発展を経験することになったという従来の有力な考え方の見

直 しを迫 っている。タイ経済はアジア市場の中で、従属や周辺 といった言葉では括れない独 自

の発展を遂げたのではなかろうか。川勝平太、濱下武志、杉原薫 らの各氏の指摘にもあるよう

に、西洋の衝撃がアジアに一方的な従属を強いただけではな く、アジア独 自の貿易 システムの

強化、再編あるいは成長の契機となったという視角か らの接近が必要 となろう。

第2回 研究会1994年6月15日 京都大学東南ア ジア研究セ ンター

永井史男(京 都大学大学院生)「 バ ウリング条約の政治文化論」

永井氏は4世 王モ ンクッ トが1855年 にイギ リスとの間で不平等条約(バ ウ リング条約)を 締

結す るときに、事態をどのように認識 していたのかが重要で あると指摘する。考察の出発点は

この条約締結がイギ リスか ら一方的に強いられたものではな く、4世 王 自身がそれに積極的な

姿勢を示 していたというところにある。その一因としては条約が経済的にプラスになるという

判断があった。 しか しなが らそれに も増 して重要なのは、対外関係における大 国依存 とい う政

治文化であ ったと思われる。

4世 王は条約締結の儀式の権威づけに並々ならぬ関心を払 っていた。それは1つ には近隣諸

国の反応を気に しての ことであった。 もっと重要なのはイギ リスによる国際的認知であ った。

言い換え ると、4世 王の関心は 「他の東南ア ジア諸国がバウ リング条約に対 してどう反応を示

すのか」にあ り、それゆえ 「条約がイギ リスに強い られたのではなく、互いに重要 と認めあう

二 国間で締結された とい う演出に努めた。大国イギ リスの力を素直に受 け入れ、そこか ら保護

を求めることによって、 シャムは自己の国際的威信を高めようとした」のである。こうした態

度を端的に表現すれば、朝貢関係的な国際認識に基づ く、中国か らイギ リスへの乗 り換えであ
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った。

永井氏は こうした斬新な解釈に基づいて、 「客観的には植民地化の危機とも受け取れ るよう

な国際環境 も、シャムにとっては外圧と して認識されず、その結果、改革への直接的契機 とな

り得なか ったのではないだろうか」という重要な問題を提起 した。

第3回 研究会1994年11月20日 ～22日 対馬

ソムポップ ・マーナランサン(京 都大学東南アジア研究センター客員)「 チ ャクリー改革以前

のタイ政治の動向」

ソムポ ップ氏はチャク リー改革の理解にはそれ以前か らの政治状況 ・権力関係の理解が欠か

せないとの立場か ら、主要な政治アクターについて分析 ・説明 した。

まず予備的考察 と して、貴族代表のブ ンナークー族、 「前宮」 と呼ばれる副王の仕組みや役

割、王族 同士の関係、領事な どの外国といったアクターが果た していた役割を取 り上げた。続

いて、そうした状況において3世 王、4世 王、5世 王がそれぞれ権力均衡のためにいかなる努

力を払 っていたのかについて説明 した。とりわけ5世 王については、王族、ブ ンナーク主流派、

ブンナーク非主流派、その他の貴族(ア マー トヤクン、カ ンラヤーナ ミット、ペ ンクンなど)、

さらに外国人 と、 どのような関係を保 っていたのかを、ブ ンナーク主流派との対立関係に焦点

をあてなが ら詳説明 した。

次に、5世 王が外国の動静にどれほど通 じていたのかが取 り上げられた。5世 王 自身はシン

ガポール とジャワ、イ ン ド、そ して二度のヨーロッパ訪問という合計4回 の外国旅行の経験が

あ り、外国の事情にかな り通 じていたと思われる。

最後 に、5世 王が重視 した王族 同士の密接な協力関係に関 しては、5世 王の兄弟や王子たち

の間での関係ばか りに注 目されがちであるが、実は3世 王(4世 王の異母兄)の 血筋 も重要な

役割を果た していたことを忘れてはならない。

木村 幹(愛 媛大学法文学部)「20世 紀初頭以前の韓国における政治 ・社会状況」

韓国政治を専門 とす る木村氏は、西洋の脅威に対 して朝鮮半島がいかなる対応を示 したのか

を詳細に説明 し、タイ研究者にとって貴重な比較の視点を提示 した。

まず朝鮮半島にあっては、西洋 の脅威への認識 は微弱であった。地理的にみて朝鮮半島は西

洋か らもっとも遠 い国である。 ここでは西洋に関する知識は乏 しく、 日本の 「出島」に相当す

るものもなか った。認識 された西洋の脅威 とは何よりもキ リス ト教であ り、軍事的な脅威では

なか った。

こうした朝鮮半 島は前近代においては中華帝国の朝貢体制に強 く統合 されていた。圧倒的な
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力を もつ中国と直接接 しているため、朝鮮半島では小国意識が強 く、 「忠誠第一」の 「正義の

大国」意識が抱かれていた。明清交代は、我 こそ中華世界の嫡流 という 「小中華思想」を生み

出 していた。

伝統的な支配階層である在京両班 と在地両班は、科挙試験における在京両班の優位によって

次第 に相互間の紐帯 を失い、取 り残 された在地両班は胃吏と学者に二極分解 していった。他方

において、地方では両班に代わ って常民地主階層が台頭するものの、在京両班 による官職寡 占

が進んでいたため、その経済力を政治力 に変換することはできなか った。それ は権威 と富の分

離、 中央 と地方の分離であった。

中央政府は地方把握能力を低下 させ、それによって財政破綻を来す ことになった。こうした

財政要因に加えて、思想面で も、 「小中華」と 「正義の大国」 とい う伝統思想が軍備の近代化

を阻むことになった。このため、列強の進出が始まる頃、朝鮮半島には軍事的抵抗の能力はな

く、 さらには朝廷 においては、国王は弱体であり、対立する派閥が政争のために列強を招 き入

れるとい う事態を招き、ついには植民地化に行き着 くことにな った。

第4回 研究会1995年2月24日 ～25日 那智勝浦

ウィエランラッ ト・ネーティボー(京 都大学大学院生)「 タイの中等学校におけるチャク リー

改革教育の現状」

ウ ィエ ンラッ ト女史は現代 タイの学校教育においてチャク リー改革が どのように教え られて

いるのかを中学校 レヴェルの社会科教科書の記述に基づいて分析 した。

教科書では4世 王時代か ら6世 王時代 にか けてが 「改革時代」 と説明 され、改革の主体はこ

れ らの国王であったとされる。改革の動機としては、植民地化の脅威 と、近代化が不可欠 とい

う国王の卓見の2点 が指摘 される。植民地化の脅威については、不平等条約に加えて、度重な

る領土割譲が詳細な説明付きで具体的証拠として強調されている。

改革は社会、行政、経済、教育 と広範囲にわた ってお り、それは西洋化を 目指 したものであ

り、その結果 として、文明国と肩を並べ る近代国家になり、独立を維持す ることができた。

また、注 目すべき点は、改革の主体であった国王たちの卓抜な能力が賞賛 され、 さらに歴史

的事実に反 して、彼 らがいずれも平等の実現を強 く意識 した民主 的な国王であったことが繰 り

返 し強調 されていることである。

玉田芳史 「タイの王族 と閣僚、1892～1932年 」

前年度の締め くくりの研 究会で取 り上 げた4世 王 と5世 王の血縁 ・姻戚関係の続編 として

(それは ソムポップ氏が対馬研究会で取 り上げたテーマ と重なって もいる)、 改革の結果王族
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がどれほど権力を握 ることになったのかの具体的な証拠 として、1892年 から1932年 までの閣僚

名簿を作成 し発表 した。

この時期、閣僚 に占める王族の割合がいかに多か ったかは、1892年 以前の状況 と比較す ると

一 目瞭然である。幸い、1892年 以前については David K. Wyatt がかつて作成 した リス トがあ

るので、それに依拠す ることとし、ここでは1892年 以後につ いてのみ作成 した。1892年 以前 に

ついては閣僚 に就任 した王族はほぼ皆無である。ところがチ ャク リー改革が軌道 に乗る1892年

以後は逆に王族が8割 ほどを しめるようになる。とりわけ軍隊、大蔵省、外務省 といった重要

な組織では王族による権力独 占が著 しい。

　チ ャク リー改革 とは二重の意味での集権化の過程であった。近代国家の形成という観点か ら

すれば、チ ャクリー改革は確かに近代的な国家を構築 した。つまり行政 ・司法 ・財政 とい った

基本的な機能は集権化 されて全国画一的な支配が浸透するようになった。 しか し、中央集権化

と並んで同時に、国王への権力の集中が進んで絶対王政が確立 されたのであ り、そこで登場 し

た近代国家とは nation-state

となったのであ り、nation

ではな く、 dynastic state (王朝国家)

の一員になったわけではなか った。

であ った。人民は臣民

この国家を national なもの と

しようとす る試みが1932年 の立憲革命だ ったのではないか と考え られ る。

　第5回 研究会　 1995年3月10日 ～11日　 京都大学東南アジア研究セ ンター

船津鶴代(ア ジア経済研究所)「 タイの中等教育機会拡大政策について」

　タイの教育制度 は、1977年 と1992年 の改革を通 じて、チ ャクリー改革時代か らの伝統である

エ リー ト教 育か ら、大衆教育へ と転換を遂げつつあるのではないかとの立場か ら、1970年 代以

後の教育改革 について詳 しい説明が行われた。

　 1977年 以前は初等教育の普及率が低 く、教師の低い質、カ リキ ュラムの不適合、著 しい学校

間(地 域間)格 差などの多 くの問題を抱えていた。こうした問題を解決 しようと して1977年 に

改革が実施 され、初等教育の充実が図られた。その結果初等教育につ いてはかな りの改善がみ

られ るようになったものの、中等教育の整備は依然 として遅れており、1990年 の時点ではAS

EAN諸 国中最低の就学率であった。他方において、中学校への進学者はその大半がそのまま

大学まで進学す るとい う状況であ った。

　 1992年 の改革は中等教育の普及率を高めることに主 眼をおいてお り、中学校の新設 ・分校設

置さらに小学校への中学校の併設 といった措置により教育機会の拡大が図られ、爆発的 ともい

える中学(前 期中等)進 学率の上昇をみることになった。 こうした変化の背後には供給側のみ

ならず、今や中学を卒業 していないとまともな職につ けないという需要側の事情も働いていた。
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あま りにも急激 な進学率上昇 は歪みをもた らす ものと想像される。

杉本 均(京 都大学教育学部)「 マ レーシアにおける中等カ リキュラム と価値の吸収」

タイとの比較という観点から、独立後複合社会状況の中で nation-state の形成を図 ってき

たマ レーシアの理科教育カ リキュラムの変遷について説明された。一元 的カ リキュラムはイギ

リス統治下では存在せず、独立後に導入 されるようにな った。1960年 代末か らのイギ リスか ら

の輸入カリキュラムの不適合を受けて、今はKBSMと いう国産カ リキュラムが導入 されてい

る。それはイギ リス流の学習者 中心のアプローチと並んで、有徳な諸価値の吸収や刻印を重視

す るものである。そ こではダーウィン流の進化論を否定するといったイスラーム流 の価値観が

織 り込まれていることに特徴がある。

4.研 究の成果 と フロンテ ィア

各 メンバーは、玉田が王権の変容、赤木が国家形成 と文化、村嶋が政治思潮の変化、橋本が

地方行政改革、池本が経済政策の変容 と役割分担を決めなが ら、個別研究を進めて きた。それ

と並んで こうした研究会を開 くことによって、タイはもちろんのこと、朝鮮半島やマ レーシア

といった他のアジア諸国の近代国家形成に関す る知見 も得て、各 メンバ ーともチャクリー改革

期 におけるタイ近代国家形成への理解を深めて きた。改革の主導権を握 った国王に とっては、

西洋の衝撃が与えた影響は意外と小 さか ったということが明らかにな りつつある。また、改革

前に王権が弱体であった ことが、改革の方向に大 きな影響を及ぼ したことが確認 された。 さら

に、タイにおけるナ ショナ リズムを考える上で、チ ャクリー改革をどう位置づ けるかは重要な

意味を持 っていることが明らかにな ってきた。

5.今 後 の課題

予定の2年 間が経過 したので、平成7年 度中の刊行 を目指 して成果報告書:の作成にとりかか

る予定である。各メンバーの理解は相当深ま ってきたとはいえ、まだ決 して十分 とはいえない

ので、さらに研究 を進めなが らの報告書作成作業になるものと予想される。

6.研 究業績(平 成6年 度発表分)

玉田芳史

「タイの政治学教育」京都大学法学部 『政治学の研究教育の国際化に関する基礎的研究』41-55,

1994.
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